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補助事業概要の広報資料 

 

補助事業番号 26-2-031 

補助事業名  平成 26年度障害のある人が幸せに暮らせる社会を作る活動補助事業 

補助事業者名 公益財団法人聴覚障害者教育福祉協会 

 

１ 補助事業の概要 

 （１）事業の目的 

    聴覚障害教育の進展を図り、聴覚障害者児・者の福祉を増進すること。 

 

 （２）実施内容 

   ア．FM補聴システムの購入・無償貸与事業 

   

      

     年度当初に全国聾学校・聴覚支援学校、難聴通園施設等に事業案内を送付し、

聴覚障害児が在籍、通園している学校長、園長を通じて貸与希望を集約する。 

     地域的なバランスや配付台数の調整をした上で、貸与先を決定し、保護者あて

に貸与機器を送付する。機器の活用や保守管理に当たっては、幼児児童生徒の担

任と保護者は連携を図り進めるものとする。 

     平成２６年度は、３０セット（送信機、受信機等）を３０家庭に貸与した。 

     貸与を受けた家庭の子どもは、難聴通園施設、聾学校・聴覚支援学校、小学校

難聴学級、中学校難聴学級に在籍、在園している。 

http://www13.plala.or.jp/wasedanomori/page02.html
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イ．指導誌の作成・配付 

表紙                  裏表紙 

                     

       目次 

 

 平成２３年度ＪＫＡ補助事業として実施

した「聴覚障害児はこの漢字が読めない」の刊

行配付が出発となっている。 

当協会がこれまで長年に亘って実施してき

た読字力検定試験の結果を分析研究したもの。

この検定試験は、義務教育段階で学習する漢字

を９級から特１級までの１０段階に分けて実

施されている。 

平成２４年度は前年度の分析研究の結果のうち、小学校低学年段階をまとめた

指導資料を「聴覚障害児のための漢字練習ステップ～９・８・７級～」として編

集し、９００部印刷配付した。平成２５年度は「聴覚障害児のための漢字練習ス

テップ～６・５・４級～」を６００部印刷し、全国の聾学校・聴覚支援学校およ

びＰＴＡ等あてに配付した。 

そして、平成２６年度は、読字力検定試験で中学校段階相当の指導誌を「聴覚

障害児のための漢字練習ステップ～３・２・１級～」として編集し、６００部配

布する。 

冊子は、保護者が子供の学習上の躓きを理解する上での資料として、また家庭

での学習材料として活用される。指導者には、読字力向上を目指した指導の資料

として活用されることを意図したものである。複写して使用することを制限して

いない。広く活用されるよう期待している。これらの資料分析や資料作成につい

ては、指導経験豊かで高い専門性を有する委員を委嘱し、読字力研究委員会を組

織して作業を行っている。 
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   ウ．移動母子教室の開催 

 年度当初に全国聾学校・聴覚支援学校、難聴通園施  

設等に事業案内を送付し、学校長、園長からの開催希望

申込を受け、調整の上、開催を決定している。 

 この移動母子教室は、これまで長い期間にわたって実

施されてきている。この教室で取り上げられるテーマは、

開催地区のニーズに応えられるように設定する。また、

担当講師は当協会でテーマに即した適任者を選定し、開

催地区への派遣を行う。 

     開催地区は年間５地区であるので、開催地区に偏りがないように調整し、決定

している。平成２６年度の開催地区は、香川県高松市、茨城県阿見町、群馬県前

橋市、鹿児島県鹿児島市、福岡県久留米市である。 

      

２ 予想される事業実施効果 

    現在、特別支援教育において、障害のある子どもの個別的ニーズに応じた指導が

進められている。社会の変化が急速に進む中で、保護者の要求も極めて多様化して

きている。 

教育指導の面で、１３０年以上の長い歴史を持つ聴覚障害児教育においては、近

年は特に専門性の維持、継承、発展を図ることの重要性が指摘されるとともに、課

題となっている。このことに応えるために、当協会は、これまでも大きな役割を果

たしてきた。 

今後とも、当協会で企画実施される様々な事業が、公益財団法人 JKA の補助事業

として実施されることは、極めて意義深く、広く社会の理解と支援を受けるもので

あると確信している。 

教育指導の成果の評価は、単年度あるいは短期間で行うことは適切ではない。あ

る程度の長い年限をもって継続実施していく中で、評価されるべきものである。 

公益財団法人 JKA がこうした分野での事業支援を継続していくことは、障害のあ

る者、ない者がともに社会で豊かに暮らす「共生社会」の構築を推進していく上で、

大きな役割を果たすものである。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

 （１）補助事業により作成したもの 

        「聴覚障害児のための漢字練習のステップ 3・2・1 級」 
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４ 事業内容についての問い合わせ 

  団 体 名：公益財団法人聴覚障害者教育福祉協会 

住  所：〒170-0005 

    東京都豊島区南大塚 3丁目 43-11 福祉財団ビル 5階 

  代 表 者：会長  山東 昭子（サントウ アキコ）  

  担当部署：事務局（ジムキョク） 

  担当者名：専務理事 櫻井  博（サクライ ヒロシ） 

  電話番号：03-6907-2537  

  F A X：03-6907-2915 

  E - m a i l: wasedanomori@amethyst.broba.cc 

    U R L:http://www13.plala.or.jp/wasedanomori/ 
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